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(57)【要約】
　水性媒体中で
（ａ１）少なくとも１個のキレート形成基を含有する、少なくとも１つのオレフィン系不
飽和モノマーおよび
（ａ２）
　（ａ２１）一般式Ｉ
Ｒ1Ｒ2Ｃ＝ＣＲ3Ｒ4　（Ｉ）
〔式中、基Ｒ1、Ｒ2、Ｒ3およびＲ4はそれぞれ互いに無関係に、水素原子または置換また
は非置換のアルキル基、シクロアルキル基、アルキルシクロアルキル基、シクロアルキル
アルキル基、アリール基、アルキルアリール基、シクロアルキルアリール－アリールアル
キル基またはアリールシクロアルキル基を表わすが、但し、置換基Ｒ1、Ｒ2、Ｒ3および
Ｒ4の少なくとも２つは、置換または非置換のアリール基、アリールアルキル基またはア
リールシクロアルキル基、殊に置換または非置換のアリール基を表わす〕で示されるモノ
マー、
　（ａ２２）オレフィン系不飽和テルペン炭化水素；および
　（ａ２３）二量体のα－アルキルビニル芳香族化合物からなる群から選択された、オレ
フィン系不飽和モノマー（ａ１）とは異なる少なくとも１つのオレフィン系不飽和モノマ
ーを一工程または多工程で制御してラジカル共重合することによって製造されたオレフィ
ン系不飽和モノマー（ａ）のコポリマー（Ａ）、その製造法および該コポリマー（Ａ）の
使用。
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　水性媒体中で、
（ａ１）少なくとも１個のキレート形成基を含有する、少なくとも１つのオレフィン系不
飽和モノマーおよび
（ａ２）
　（ａ２１）一般式Ｉ
　Ｒ1Ｒ2Ｃ＝ＣＲ3Ｒ4　（Ｉ）
　〔式中、基Ｒ1、Ｒ2、Ｒ3およびＲ4はそれぞれ互いに無関係に、水素原子または置換ま
たは非置換のアルキル基、シクロアルキル基、アルキルシクロアルキル基、シクロアルキ
ルアルキル基、アリール基、アルキルアリール基、シクロアルキルアリール基、アリール
アルキル基またはアリールシクロアルキル基を表わすが、但し、置換基Ｒ1、Ｒ2、Ｒ3お
よびＲ4の少なくとも２つは、置換または非置換のアリール基、アリールアルキル基また
はアリールシクロアルキル基、殊に置換または非置換のアリール基を表わす〕で示される
モノマー、
　（ａ２２）オレフィン系不飽和テルペン炭化水素；および
　（ａ２３）二量体のα－アルキルビニル芳香族化合物からなる群から選択された、オレ
フィン系不飽和モノマー（ａ１）とは異なる少なくとも１つのオレフィン系不飽和モノマ
ーを一工程または多工程で制御してラジカル共重合することによって製造されたオレフィ
ン系不飽和モノマー（ａ）のコポリマー（Ａ）。
【請求項２】
　モノマー（ａ１）の少なくとも１つのキレート形成基が少なくとも２座である、請求項
１記載のコポリマー（Ａ）。
【請求項３】
　モノマー（ａ１）の少なくとも１個のキレート形成基が電子供与体として作用する少な
くとも２個の原子団を含有する、請求項１または２記載のコポリマー（Ａ）。
【請求項４】
　原子団が、カルボニル基（＞Ｃ＝Ｏ）、チオカルボニル基（＞Ｃ＝Ｓ）、エーテル基（
－ＣＨ2－Ｏ－ＣＨ2－）、チオエーテル基（－ＣＨ2－Ｓ－ＣＨ2－）、Ｒが水素原子また
は１～６個の炭素原子を有するアルキル基である第１級、第２級および第３級のアミノ基
（＞Ｃ－ＮＲ5

2）、Ｒ5が水素原子または１～６個の炭素原子を有するアルキル基である
第１級および第２級のイミノ基（＞Ｃ＝ＮＲ5）、オキシム基（＞Ｃ＝Ｎ－Ｏ－Ｈ）、Ｒ6

が１～１０個の炭素原子を有するアルキル基または４～１０個の炭素原子を有するシクロ
アルキル基であるイミノエーテル基（＞Ｃ＝Ｎ－Ｏ－Ｒ6）、ならびにＲ7が水素原子また
は１～６個の炭素原子を有するアルキル基、４～１０個の炭素原子を有するシクロアルキ
ル基または６～１０個の炭素原子を有するアリール基である第１級、第２級および第３級
のホスフィン基（－ＰＲ7

2）の群から選択されている、請求項３記載のコポリマー（Ａ）
。
【請求項５】
　原子団が、カルボニル基（＞Ｃ＝Ｏ）である、請求項４記載のコポリマー（Ａ）。
【請求項６】
　キレート形成基が１，３－ジカルボニル基である、請求項５記載のコポリマー（Ａ）。
【請求項７】
　モノマー（ａ１）のオレフィン系不飽和基が、（メタ）アクリレート基、エタクリレー
ト基、クロトネート基、シンナメート基、ビニルエーテル基、ビニルエステル基、ジシク
ロペンタジエニル基、ノルボルネニル基、イソプレニル基、イソプロペニル基、アリル基
またはブテニル基；ジシクロペンタジエニルエーテル基、ノルボルネニルエーテル基、イ
ソプレニルエーテル基、イソプロペニルエーテル基、アリルエーテル基またはブテニルエ
ーテル基またはジシクロペンタジエニルエステル基、ノルボルネニルエステル基、イソプ
レニルエステル基、イソプロペニルエステル基、アリルエステル基またはブテニルエステ
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ル基からなる群から選択されている、請求項１から６までのいずれか１項に記載のコポリ
マー（Ａ）。
【請求項８】
　オレフィン系不飽和基が、（メタ）アクリレート基である、請求項７記載のコポリマー
（Ａ）。
【請求項９】
　モノマー（ａ１）において、単数のキレート形成基または複数のキレート形成基が、単
数のオレフィン系不飽和基または複数のオレフィン系不飽和基と、少なくとも１個の共有
結合または少なくとも２価の結合基により結合されている、請求項７または８記載のコポ
リマー（Ａ）。
【請求項１０】
　モノマー（ａ１）において、キレート形成基が、オレフィン系不飽和基と２価の結合基
により結合されている、請求項７から９までのいずれか１項に記載のコポリマー（Ａ）。
【請求項１１】
　２価の結合基がアルキレン基である、請求項９または１０記載のコポリマー（Ａ）。
【請求項１２】
　モノマー（ａ２１）のアリール基Ｒ1、Ｒ2、Ｒ3および／またはＲ4がフェニル基または
ナフチル基である、請求項１から１１までのいずれか１項に記載のコポリマー（Ａ）。
【請求項１３】
　モノマー（ａ２１）のアリール基Ｒ1、Ｒ2、Ｒ3および／またはＲ4がフェニル基である
、請求項１から１２までのいずれか１項に記載のコポリマー（Ａ）。
【請求項１４】
　モノマー（ａ２１）の基Ｒ1、Ｒ2、Ｒ3および／またはＲ4中の置換基が電子求引性また
は電子移動性の原子、または有機基からなる群から選択されている、請求項１から１３ま
でのいずれか１項に記載のコポリマー（Ａ）。
【請求項１５】
　置換基が、ハロゲン原子、ニトリル基、ニトロ基、部分的または完全にハロゲン化され
た、アルキル基、シクロアルキル基、アルキルシクロアルキル基、シクロアルキルアルキ
ル基、アリール基、アルキルアリール基、シクロアルキルアリール基、アリールアルキル
基およびアリールシクロアルキル基；アリールオキシ基、アルキルオキシ基およびシクロ
アルキルオキシ基；アリールチオ基、アルキルチオ基およびシクロアルキルチオ基ならび
に第１アミノ基、第２アミノ基および／または第３アミノ基からなる群から選択されてい
る、請求項１４記載のコポリマー（Ａ）。
【請求項１６】
　テルペン炭化水素（ａ２２）が、非環式ジテルペネン、単環式テルペネン、二環式テル
ペネン、非環式セスキテルペネン、単環式セスキテルペネン、二環式セスキテルペネン、
三環式セスキテルペネン、非環式ジテルペネン、単環式ジテルペネンおよび三環式ジテル
ペネンからなる群から選択されている、請求項１から１５までのいずれか１項に記載のコ
ポリマー（Ａ）。
【請求項１７】
　テルペン炭化水素（ａ２２）が、非環式モノテルペネン、単環式テルペネンおよび二環
式テルペネンからなる群から選択されている、請求項１から１６までのいずれか１項に記
載のコポリマー（Ａ）。
【請求項１８】
　テルペン炭化水素（ａ２２）が、オシメン、ミルセン、メンテン、メンタジエン、α－
ピネンおよびβ－ピネンからなる群から選択されている、請求項１から１７までのいずれ
か１項に記載のコポリマー（Ａ）。
【請求項１９】
　メンタジエン（ａ２２）が、α－テルピネン、βーテルピネン、γ－テルピネン、テル
ピノール、α－フェランドレン、βーフェランドレン、リモネンおよびジペンテンからな
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る群から選択されている、請求項１８記載のコポリマー（Ａ）。
【請求項２０】
　γ－テルピネン（ａ２２）が選択されている、請求項１９記載のコポリマー（Ａ）。
【請求項２１】
　二量体のα－アルキルビニル芳香族化合物（ａ２３）が二量体のα－アルキルスチレン
である、請求項１から２０までのいずれか１項に記載のコポリマー（Ａ）。
【請求項２２】
　二量体のα－アルキルスチレン（ａ２３）として二量体のα－メチルスチレンが使用さ
れている、請求項２１記載のコポリマー（Ａ）。
【請求項２３】
　オレフィン系不飽和モノマー（ａ１）および（ａ２）がこれとは異なるオレフィン系不
飽和モノマー（ａ３）の少なくとも１つと共重合されている、請求項１から２２までのい
ずれか１項に記載のコポリマー（Ａ）。
【請求項２４】
　請求項１から２３までのいずれか１項に記載のコポリマー（Ａ）の製造法において、
少なくとも、
（ａ１）少なくとも１個のキレート形成基を含有する、少なくとも１つのオレフィン系不
飽和モノマーを、
（ａ２）
　（ａ２１）一般式Ｉ
Ｒ1Ｒ2Ｃ＝ＣＲ3Ｒ4　（Ｉ）
〔式中、基Ｒ1、Ｒ2、Ｒ3およびＲ4はそれぞれ互いに無関係に、水素原子または置換また
は非置換のアルキル基、シクロアルキル基、アルキルシクロアルキル基、シクロアルキル
アルキル基、アリール基、アルキルアリール基、シクロアルキルアリール基、アリールア
ルキル基またはアリールシクロアルキル基を表わすが、但し、置換基Ｒ1、Ｒ2、Ｒ3およ
びＲ4の少なくとも２つは、置換または非置換のアリール基、アリールアルキル基または
アリールシクロアルキル基、殊に置換または非置換のアリール基を表わす〕で示されるモ
ノマー、
　（ａ２２）オレフィン系不飽和テルペン炭化水素；および
　（ａ２３）二量体のα－アルキルビニル芳香族化合物からなる群から選択された、オレ
フィン系不飽和モノマー（ａ１）とは異なる少なくとも１つのオレフィン系不飽和モノマ
ーを水性媒体中で制御してラジカル共重合させることを特徴とする、請求項１から２３ま
でのいずれか１項に記載のコポリマー（Ａ）の製造法。
【請求項２５】
　ナノ粒子のための結晶抑制剤および／または分散剤としての請求項１から２３までのい
ずれか１項に記載のコポリマー（Ａ）および請求項２４記載の方法により製造されたコポ
リマー（Ａ）の使用。
【請求項２６】
　ナノ粒子が硫酸バリウムナノ粒子である、請求項２５記載の使用。
【請求項２７】
　硫酸バリウムナノ粒子が解凝集される、請求項２６記載の使用。
【請求項２８】
　解凝集された硫酸バリウムナノ粒子が５０ｎｍ未満の一次粒径を有する、請求項２７記
載の使用。
【請求項２９】
　ナノ粒子は、物理的、熱的、化学線で、および熱的と化学線とで硬化可能な材料の製造
に使用される、請求項２５から２９までのいずれか１項記載の使用。
【請求項３０】
　硬化可能な材料が熱可塑性材料および熱硬化性材料の製造に使用される、請求項２９記
載の使用。
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【請求項３１】
　硬化可能な材料は、コーティング材料、接着剤およびシール材料ならびに成形体および
シートの前駆物質である、請求項２９記載の使用。
【請求項３２】
　熱可塑性材料および熱硬化性材料が、コーティング、接着層、シール、成形品またはシ
ートである、請求項３０記載の使用。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、オレフィン系不飽和モノマーの新規のコポリマーに関する。更に、本発明は
、オレフィン系不飽和モノマーのコポリマーを製造するための新規方法に関する。とりわ
け本発明は、オレフィン系不飽和モノマーの新規コポリマーの使用及び前記の新規方法に
より製造された、オレフィン系不飽和モノマーのコポリマーに関する。
【０００２】
　従来技術
　少なくとも１つの第１のオレフィン系不飽和モノマーと
一般式Ｉ
Ｒ1Ｒ2Ｃ＝ＣＲ3Ｒ4　　（Ｉ）
〔式中、基Ｒ1、Ｒ2、Ｒ3およびＲ4は、それぞれ互いに無関係に、水素原子または置換ま
たは非置換のアルキル基、シクロアルキル基、アルキルシクロアルキル基、シクロアルキ
ルアルキル基、アリール基、アルキルアリール基、シクロアルキルアリール－アリールア
ルキル基またはアリールシクロアルキル基を表わすが、但し、基Ｒ1、Ｒ2、Ｒ3およびＲ4

の少なくとも２つは、置換または非置換のアリール基、アリールアルキル基またはアリー
ルシクロアルキル基、殊に置換または非置換のアリール基を表わすものとする〕で示され
る第１のオレフィン系不飽和モノマーとは異なる少なくとも１つの第２のオレフィン系不
飽和モノマーとを制御された一工程または多工程で水性媒体中でラジカル共重合すること
によって製造されたオレフィン系不飽和モノマーのコポリマーは、ドイツ連邦共和国特許
出願公開第１０１２６６５１号明細書Ａ１の記載から公知である。このオレフィン系不飽
和モノマーのコポリマーは、顔料添加された粉末コーティング懸濁液（粉末スラリー）を
製造する際に乳化剤として使用される。この場合、このオレフィン系不飽和モノマーのコ
ポリマーは、好ましくは顔料ペーストまたは顔料調製物を経て粉末コーティング懸濁液の
水性媒体中に導入される。この顔料ペーストまたは顔料調製物は、二酸化ケイ素、酸化ア
ルミニウム、酸化亜鉛、酸化ジルコニウム、ならびに遷移金属、特にモリブデンおよびタ
ングステンの多酸およびヘテロポリ酸を基礎とするナノ粒子、殊に親水性の酸化物ナノ粒
子の特に高い含量を有することができる。ナノ粒子は、５０ｎｍ未満の一次粒径を有する
。
【０００３】
　この公知のコポリマーは、殊に硫酸バリウム一次粒子を安定化させるために、硫酸バリ
ウムナノ粒子に対して結晶化抑制剤および分散剤として作用する状態にあるかどうかは、
前記のドイツ連邦共和国特許出願公開明細書の記載からは明らかでない。
【０００４】
　発明の課題
　本発明は、ナノ粒子のための分散剤として特に好適である、オレフィン系不飽和モノマ
ーの制御されたラジカル共重合によって製造可能な新規のコポリマーを見い出すという課
題に基づく。殊に、このコポリマーは、硫酸バリウムナノ粒子のための結晶化抑制剤およ
び／または分散剤として特に好適であるはずである。とりわけこのコポリマーは、硫酸バ
リウム一次粒子の安定化に特に好適である。
【０００５】
　更に、本発明の課題は、簡単で安全で極めて良好に再現可能な方法で実施することがで
きる、水性媒体中での制御されたラジカル共重合によりオレフィン系不飽和モノマーのコ
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ポリマーを製造するための新規方法を見出すことであった。
【０００６】
　オレフィン系不飽和モノマーの制御されたラジカル共重合により製造可能かまたは製造
された新規コポリマーの水性分散液は、特に大量のナノ粒子、殊に硫酸バリウムナノ粒子
を安定して分散させる状態にあるはずである。
【０００７】
　新規のナノ粒子分散液は、物理的、熱的、化学線により、ならびに熱的および化学線で
硬化可能な新規材料、殊に新規のコーティング材料、接着剤およびパッキング材料ならび
に成形体およびシートの前駆体の製造に特に好適である。
【０００８】
　新規の硬化可能な材料は、極めて良好な使用技術的性質を有する、新規の熱可塑性材料
または熱硬化性材料、殊に新規のコーティング、接着剤層、パッキング、成形材料および
シートを提供するはずである。
【０００９】
　本発明による解決
　それに応じて、水性媒体中で、
（ａ１）少なくとも１個のキレート形成基を含有する、少なくとも１つのオレフィン系不
飽和モノマーおよび
（ａ２）
　（ａ２１）一般式Ｉ
Ｒ1Ｒ2Ｃ＝ＣＲ3Ｒ4　（Ｉ）
〔式中、基Ｒ1、Ｒ2、Ｒ3およびＲ4はそれぞれ互いに無関係に、水素原子または置換また
は非置換のアルキル基、シクロアルキル基、アルキルシクロアルキル基、シクロアルキル
アルキル基、アリール基、アルキルアリール基、シクロアルキルアリール－アリールアル
キル基またはアリールシクロアルキル基を表わすが、但し、置換基Ｒ1、Ｒ2、Ｒ3および
Ｒ4の少なくとも２つは、置換または非置換のアリール基、アリールアルキル基またはア
リールシクロアルキル基、殊に置換または非置換のアリール基を表わす〕で示されるモノ
マー、
　（ａ２２）オレフィン系不飽和テルペン炭化水素；および
　（ａ２３）二量体のα－アルキルビニル芳香族化合物からなる群から選択された、オレ
フィン系不飽和モノマー（ａ１）とは異なる少なくとも１つのオレフィン系不飽和モノマ
ーを一工程または多工程で制御してラジカル共重合することによって製造されたオレフィ
ン系不飽和モノマー（ａ）の新規のコポリマー（Ａ）が見い出された。
【００１０】
　以下、オレフィン系不飽和モノマー（ａ）の新規のコポリマー（Ａ）は、「本発明によ
るコポリマー（Ａ）」と呼称される。
【００１１】
　更に、
（ａ１）少なくとも１個のキレート形成基を含有する、少なくとも１つのオレフィン系不
飽和モノマーおよび
（ａ２）
　（ａ２１）一般式Ｉ
Ｒ1Ｒ2Ｃ＝ＣＲ3Ｒ4　（Ｉ）
〔式中、基Ｒ1、Ｒ2、Ｒ3およびＲ4はそれぞれ互いに無関係に、水素原子または置換また
は非置換のアルキル基、シクロアルキル基、アルキルシクロアルキル基、シクロアルキル
アルキル基、アリール基、アルキルアリール基、シクロアルキルアリール－アリールアル
キル基またはアリールシクロアルキル基を表わすが、但し、置換基Ｒ1、Ｒ2、Ｒ3および
Ｒ4の少なくとも２つは、置換または非置換のアリール基、アリールアルキル基またはア
リールシクロアルキル基、殊に置換または非置換のアリール基を表わす〕で示されるモノ
マー、
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（ａ２２）オレフィン系不飽和テルペン炭化水素；および
（ａ２３）二量体のα－アルキルビニル芳香族化合物からなる群から選択された、オレフ
ィン系不飽和モノマー（ａ１）とは異なる少なくとも１つのオレフィン系不飽和モノマー
を水性媒体中で制御してラジカル共重合させることにより、一工程または多工程で制御さ
れた共重合によって製造されたオレフィン系不飽和モノマー（ａ）の新規のコポリマー（
Ａ）が見い出された。
【００１２】
　以下、本発明によるコポリマー（Ａ）を製造するための新規方法は、「本発明による方
法」と呼称される。
【００１３】
　特に、ナノ粒子のための分散剤としての、本発明によるコポリマー（Ａ）および本発明
による方法により製造された本発明によるコポリマー（Ａ）の新規の使用が見出されたが
、これは以下、「本発明による使用」と呼称される。
【００１４】
　他の本発明の対象は、発明の詳細な説明から明らかである。
【００１５】
　発明の利点
　公知従来技術に照らしてみると、本発明の基礎となる課題が、本発明によるコポリマー
（Ａ）、本発明による方法および本発明による使用によって解決され得たことは意外なこ
とであり、かつ当業者にとって予期し得なかったことであった。
【００１６】
　殊に、本発明によるコポリマー（Ａ）がナノ粒子のための分散剤として特に好適である
ことは、意外なことであった。殊に、本発明によるコポリマー（Ａ）は、特に硫酸バリウ
ムナノ粒子のための結晶化抑制剤および／または分散剤として殊に好適である。とりわけ
、本発明によるコポリマー（Ａ）は、硫酸バリウム一次粒子の安定化に特に好適である。
【００１７】
　更に、本発明による方法が特に簡単で、確実で極めて良好に再現可能な方法で実施可能
であることは、意外なことであった。
【００１８】
　本発明によるコポリマー（Ａ）の生じる新規の水性分散液は、特に大量のナノ粒子、殊
に硫酸バリウムナノ粒子を安定性で分散させる状態にあった。
【００１９】
　生じる新規のナノ粒子分散液は、物理的、熱的、化学線で、ならびに熱的および化学線
で硬化可能な新規材料、殊に新規のコーティング材料、接着剤およびシール材料ならびに
成形体およびシートの前駆物質の製造に特に好適である。
【００２０】
　本発明による硬化可能な材料は、極めて良好な使用技術的性質を有する、新規の熱可塑
性材料または熱硬化性材料、殊に新規のコーティング、接着剤層、シール、成形体および
シートを提供した。
【００２１】
　発明の詳細な記載
　本発明によるコポリマー（Ａ）は、少なくとも
（ａ１）少なくとも１個、殊に１個のキレート形成基を含有する、少なくとも１つ、殊に
少なくとも１つのオレフィン系不飽和モノマーおよび
（ａ２）
　（ａ２１）一般式Ｉ
Ｒ1Ｒ2Ｃ＝ＣＲ3Ｒ4　（Ｉ）
〔式中、基Ｒ1、Ｒ2、Ｒ3およびＲ4はそれぞれ互いに無関係に、水素原子または置換また
は非置換のアルキル基、シクロアルキル基、アルキルシクロアルキル基、シクロアルキル
アルキル基、アリール基、アルキルアリール基、シクロアルキルアリール－アリールアル
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キル基またはアリールシクロアルキル基を表わすが、但し、置換基Ｒ1、Ｒ2、Ｒ3および
Ｒ4の少なくとも２つは、置換または非置換のアリール基、アリールアルキル基またはア
リールシクロアルキル基、殊に置換または非置換のアリール基を表わす〕で示されるモノ
マー、
　（ａ２２）オレフィン系不飽和テルペン炭化水素；および
　（ａ２３）二量体のα－アルキルビニル芳香族化合物からなる群から選択された、オレ
フィン系不飽和モノマー（ａ１）とは異なる少なくとも１つ、殊に少なくとも１つのオレ
フィン系不飽和モノマー、
ならびに場合によっては
（ａ３）モノマー（ａ１）および（ａ２）とは異なる少なくとも１つのオレフィン系不飽
和モノマーを水性媒体中で制御してラジカル共重合させることにより製造されたものであ
る。
【００２２】
　この場合、オレフィン系不飽和モノマー（ａ）は、キレートを形成させる状態にある少
なくとも１個、殊に１個のキレート形成基を含有する（Roempp Online, Georg Thieme Ve
rlag, Stuttgart New York, 2005, >>Chelate<<参照）。
【００２３】
　特に、モノマー（ａ１）のキレート形成基は、少なくとも２座、殊に２座である（Roem
pp Online 2005, >>Chelate<<参照）。
【００２４】
　好ましくは、キレート形成基は、電子供与体として作用する、少なくとも２個、殊に２
個の原子団を含有する。モノマー（ａ１）は、前記原子団により、金属原子または金属陽
イオンとの配位化合物を形成する状態にある。
【００２５】
　特に好ましくは、カルボニル基（＞Ｃ＝Ｏ）、チオカルボニル基（＞Ｃ＝Ｓ）、エーテ
ル基（－ＣＨ2－Ｏ－ＣＨ2－）、チオエーテル基（－ＣＨ2－Ｓ－ＣＨ2－）、Ｒが水素原
子または１～６個の炭素原子を有するアルキル基である第１級、第２級および第３級のア
ミノ基（＞Ｃ－ＮＲ5

2）、Ｒ5が水素原子または１～６個の炭素原子を有するアルキル基
である第１級および第２級のイミノ基（＞ＣＲ5）、オキシム基（＞Ｃ＝Ｎ－Ｏ－Ｈ）、
Ｒ6が１～１０個の炭素原子を有するアルキル基または４～１０個の炭素原子を有するシ
クロアルキル基であるイミノエーテル基（＞Ｃ＝Ｎ－Ｏ－Ｒ6）、ならびにＲ7が水素原子
または１～６個の炭素原子を有するアルキル基、４～１０個の炭素原子を有するシクロア
ルキル基または６～１０個の炭素原子を有するアリール基である第１級、第２級および第
３級のホスフィン基（－ＰＲ7

2）の群から選択される原子団が使用される。
【００２６】
　殊に好ましいのは、原子団のカルボニル基（＞Ｃ＝Ｏ）である。
【００２７】
　殊に、キレート形成基は、１，３－ジカルボニル基、特にアセトアセトキシ基（ＣＨ3

－Ｃ（Ｏ）－ＣＨ2－Ｃ－（Ｏ）－Ｏ－）である。
【００２８】
　特に、モノマー（ａ１）のオレフィン系不飽和基は、（メタ）アクリレート基、エタク
リレート基、クロトネート基、シンナメート基、ビニルエーテル基、ビニルエステル基、
ジシクロペンタジエニル基、ノルボルネニル基、イソプレニル基、イソプロペニル基、ア
リル基またはブテニル基；ジシクロペンタジエニルエーテル基、ノルボルネニルエーテル
基、イソプレニルエーテル基、イソプロペニルエーテル基、アリルエーテル基またはブテ
ニルエーテル基またはジシクロペンタジエニルエステル基、ノルボルネニルエステル基、
イソプレニルエステル基、イソプロペニルエステル基、アリルエステル基またはブテニル
エステル基からなる群から選択されている。
【００２９】
　殊に、オレフィン系不飽和基は、（メタ）アクリレート基である。
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【００３０】
　この場合および以下、「（メタ）アクリレート基」の概念は、「アクリレート基および
／またはメタクリレート基」のための要約形として使用される。
【００３１】
　モノマー（ａ１）において、単数のキレート形成基または複数のキレート形成基は、単
数のオレフィン系不飽和基または複数のオレフィン系不飽和基と、少なくとも１個の共有
結合または少なくとも２価、殊に２価の結合基により結合されている。
【００３２】
　特に、モノマー（ａ１）において、キレート形成基は、オレフィン系不飽和基と２価の
結合基により結合されている。
【００３３】
　２価の結合基としては、原則的に、不活性である全ての２価の有機基がこれに該当する
。
【００３４】
　本発明の範囲内で、「不活性」とは、当該２価の結合基が本発明によるコポリマー（Ａ
）の製造の際に制御されたラジカル共重合を妨害せず、本発明によるコポリマー（Ａ）の
製造前、製造中および製造後に望ましくない副反応、例えば分解反応を引き起こさないこ
とを意味する。
【００３５】
　特に、２価の結合基は、アルキレン基、シクロアルキレン基および／またはアリーレン
基を含有するかまたはアルキレン基、シクロアルキレン基および／またはアリーレン基か
らなる基である。好ましくは、アルキレン基、特に有利に２～６個の炭素原子を有するア
ルキレン基、殊に１，２－エチレン基が使用される。
【００３６】
　特に好適なモノマー（ａ１）の例は、２－（アセトアセトキシ）エチルメタクリレート
および２－（アセトアセトキシ）エチルアクリレート、殊に２－（アセトアセトキシ）エ
チルメタクリレートであり、これは、商品名Lonzamon（登録商標）AAEMAでLonza社から販
売されている。
【００３７】
　制御されたラジカル共重合の際に使用される、オレフィン系不飽和モノマー（ａ）の量
は、極めて幅広く変動することができ、したがって有利に個々の場合の要件に適合させる
ことができる。特に、（ａ１）の量は、それぞれモノマー（ａ１）および（ａ２）の総和
に対して１～９９．９質量％、有利に２～９９質量％、特に有利に３～９８質量％、殊に
５～９７質量％である。
【００３８】
　モノマー（ａ２）として、一般式Ｉのモノマー（ａ２１）が使用されてよい。
【００３９】
　一般式Ｉ中、基Ｒ1、Ｒ2、Ｒ3およびＲ4は、それぞれ互いに無関係に、水素原子または
置換または非置換のアルキル基、シクロアルキル基、アルキルシクロアルキル基、シクロ
アルキルアルキル基、アリール基、アルキルアリール基、シクロアルキルアリール－アリ
ールアルキル基またはアリールシクロアルキル基を表わすが、但し、基Ｒ1、Ｒ2、Ｒ3お
よびＲ4の少なくとも２つは、置換または非置換のアリール基、アリールアルキル基また
はアリールシクロアルキル基、殊に置換または非置換のアリール基を表わすものとする。
【００４０】
　適当なアルキル基の例は、メチル、エチル、プロピル、イソプロピル、ｎ－ブチル、イ
ソブチル、第三ブチル、アミル、ヘキシルまたは２－エチルヘキシルである。
【００４１】
　適当なシクロアルキル基の例は、シクロブチル、シクロペンチルまたはシクロヘキシル
である。
【００４２】
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　適当なアルキルシクロアルキル基の例は、メチレンシクロヘキサン、エチレンシクロヘ
キサンまたはプロパン－１．３－ジイル－シクロヘキサンである。
【００４３】
　適当なアルキルアルキル基の例は、２－、３－または４－メチル－、－エチル－、－プ
ロピル－または－ブチルシクロヘキシ－１－イルである。
【００４４】
　適当なアリール基の例は、フェニル、ナフチルまたはビフェニリルである。
【００４５】
　適当なアルキルアリール基の例は、ベンジルまたはエチレン－またはプロパン－１，３
－ジイル－ベンゼンである。
【００４６】
　適当なシクロアルキルアリール基の例は、２－、３－または４－フェニルシクロヘキシ
－１－イルである。
【００４７】
　適当なアリールアルキル基の例は、２－、３－または４－メチル－、－エチル－、－プ
ロピル－または－ブチルフェン－１－イルである。
【００４８】
　適当なアリールシクロアルキル基の例は、２－、３－または４－シクロヘキシルフェニ
－１－イルである。
【００４９】
　前記の基Ｒ1、Ｒ2、Ｒ3およびＲ4は、置換されていてよい。このために、電子求引性ま
たは電子移動性の原子、または有機基が使用されてよい。
【００５０】
　適当な置換基の例は、ハロゲン原子、殊に塩素および弗素、ニトリル基、ニトロ基、前
記に例示的に記載された、殊に第三ブチルを含めて、部分的または完全にハロゲン化され
た、殊に塩素化および／または弗素化された、アルキル基、シクロアルキル基、アルキル
シクロアルキル基、シクロアルキルアルキル基、アリール基、アルキルアリール基、シク
ロアルキルアリール基、アリールアルキル基およびアリールシクロアルキル基；アリール
オキシ基、アルキルオキシ基およびシクロアルキルオキシ基、殊にフェノキシ、ナフトキ
シ、メトキシ、エトキシ、プロポキシ、ブチルオキシまたはシクロヘキシルオキシ；アリ
ールチオ基、アルキルチオ基およびシクロアルキルチオ基、殊にフェニルチオ、ナフチル
チオ、メチルチオ、エチルチオ、プロピルチオ、ブチルチオまたはシクロヘキシルチオ；
ヒドロキシル基；および／または第１アミノ基、第２アミノ基および／または第３アミノ
基、殊にアミノ、Ｎ－メチルアミノ、Ｎ－エチルアミノ、Ｎ－プロピルアミノ、Ｎ－フェ
ニルアミノ、Ｎ－シクロヘキシルアミノ、Ｎ，Ｎ－ジメチルアミノ、Ｎ，Ｎ－ジエチルア
ミノ、Ｎ，Ｎ－ジプロピルアミノ、Ｎ，Ｎ－ジフェニルアミノ、Ｎ，Ｎ－ジシクロヘキシ
ルアミノ、Ｎ－シクロヘキシル－Ｎ－メチルアミノまたはＮ－エチル－Ｎ－メチルアミノ
である。
【００５１】
　本発明により特に有利に使用されるモノマー（ａ２１）の例は、ジフェニルエチレン、
ジナフタリンエチレン、シス－またはトランス－スチルベン、ビニリデン－ビス（４－Ｎ
，Ｎ－ジメチルアミノベンゼン）、ビニリデン－ビス（４－アミノベンゼン）またはビニ
リデン－ビス（４－ニトロベンゼン）である。
【００５２】
　モノマー（ａ２１）は、個別的に使用されてもよいし、少なくとも２つのモノマー（ａ
２１）からなる混合物として使用されてもよい。
【００５３】
　生じるコポリマー（Ａ）の反応の実施および性質に関連して、ジフェニルエチレン（ａ
２１）は、特に有利であり、したがって殊に有利に一般式Ｉのモノマー（ａ２１）として
使用される。
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【００５４】
　更に、モノマー（ａ２）として、オレフィン系不飽和テルペン炭化水素（ａ２２）が使
用される。
【００５５】
　オレフィン系不飽和テルペン炭化水素（ａ２２）は、通常の公知の、天然に由来するか
または合成の化合物である。特に、反応性の官能基、例えばヒドロキシル基、アミノ基ま
たはカルボニル基を全く含有しないオレフィン系不飽和テルペン炭化水素が使用される。
【００５６】
　好ましくは、非環式ジテルペネン、単環式テルペネン、二環式テルペネン、非環式セス
キテルペネン、単環式セスキテルペネン、二環式セスキテルペネン、三環式セスキテルペ
ネン、非環式ジテルペネン、単環式ジテルペネンおよび三環式ジテルペネンからなる群か
らのオレフィン系不飽和テルペン炭化水素（ａ２２）が選択される。
【００５７】
　特に有利には、非環式モノテルペネン、単環式テルペネンおよび二環式テルペネンから
なる群からのテルペン炭化水素（ａ２２）が選択される。
【００５８】
　殊に有利には、オシメン、ミルセン、メンテン、メンタジエン、α－ピネンおよびβ－
ピネンからなる群からのテルペン炭化水素（ａ２２）が選択される。
【００５９】
　殊に、α－テルピネン、βーテルピネン、γ－テルピネン、テルピノール、α－フェラ
ンドレン、βーフェランドレン、リモネンおよびジペンテンからなる群からのメンタジエ
ン（ａ２２）が選択される。
【００６０】
　特に、γ－テルピネンがモノマー（ａ２２）として使用される。
【００６１】
　とりわけ、モノマー（ａ２）として二量体のα－アルキルビニル芳香族化合物（ａ２３
）および特に二量体のα－アルキルスチレン（ａ２３）、殊に二量体のα－メチルスチレ
ン（ａ２３）が使用されてよい。
【００６２】
　制御されたラジカル共重合の場合、使用されるモノマー（ａ２）の量は、幅広く変動す
ることができ、即ち有利に個々の場合の要件に適合させることができる。特に、（ａ２）
の量は、それぞれモノマー（ａ１）および（ａ２）の総和に対して０．１～９９質量％、
有利に１～９８質量％、特に有利に２～９７質量％、殊に３～９５質量％である。
【００６３】
　前記のオレフィン系不飽和モノマー（ａ１）および（ａ２）は、なお種々のオレフィン
系不飽和モノマー（ａ３）の中の少なくとも１つと共重合されてよい。特に、少なくとも
２つのオレフィン系不飽和モノマー（ａ３）が使用される。
【００６４】
　オレフィン系不飽和モノマー（ａ３）の構造は、強く変動することができる。本質的な
ことは、オレフィン系不飽和モノマー（ａ３）が前記のオレフィン系不飽和モノマー（ａ
１）および（ａ２）と制御されてラジカル共重合可能であることであり、この場合には、
望ましくない副反応は惹起されない。
【００６５】
　オレフィン系不飽和モノマー（ａ３）は、多種多様の官能基を含有することができるか
またはこの官能基を含有していなくともよい。このオレフィン系不飽和モノマー（ａ３）
が官能基を有する場合には、モノマー（ａ１）のキレート形成基と一緒に望ましくない物
理的および化学的な相互作用を生じてはならず、制御されたラジカル共重合を阻止するこ
ともないし、促進することもない。従って、当業者であれば、適当なオレフィン系不飽和
モノマー（ａ３）をその一般的な専門知識により簡単に場合により若干僅かに方針を定め
る試験を用いて選択することができる。
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【００６６】
　オレフィン系不飽和モノマー（ａ３）は、本発明によるコポリマー（Ａ）の特性プロフ
ィールの変法に使用される。多数の適当なオレフィン系不飽和モノマー（ａ３）のために
、本発明によるコポリマー（Ａ）の特性プロフィールは、簡単に極めて広範囲に変動する
ことができ、それぞれの使用目的の必要性に有利に適合させることができ、このことは、
本発明によるコポリマー（Ａ）の特別な利点である。
【００６７】
　適当なオレフィン系不飽和モノマー（ａ３）の例は、ドイツ連邦共和国特許出願公開第
１０１２６６５１号明細書Ａ１、第４～５頁、段落［００２４］および［００２５］の記
載から公知である。
【００６８】
　本発明によるコポリマー（Ａ）は、本発明による方法の範囲内で前記のオレフィン系不
飽和モノマー（ａ１）および（ａ２）ならびに場合によっては（ａ３）、特に（ａ１）、
（ａ２）および（ａ３）を制御してラジカル共重合させることによって製造される。
【００６９】
　特に、オレフィン系不飽和モノマー（ａ１）、（ａ２）および（ａ３）は、それぞれ（
ａ１）、（ａ２）および（ａ３）に対して
（ａ１）１～３０質量％、有利に２～２０質量％、殊に５～１５質量％、
（ａ２）０．１～２５質量％、有利に１～１５質量％、殊に２～１０質量％および
（ａ３）４５～９８．９質量％、有利に６５～９７質量％、殊に７５～９３質量％の量で
使用される。
【００７０】
　モノマー（ａ１）および（ａ２）ならびに場合によっては（ａ３）は、少なくとも１つ
のラジカル開始剤の存在で互いに反応され、コポリマー（Ａ）に変わる。使用可能な開始
剤のための例としては、次のものが挙げられる：ジアルキルペルオキシド、例えばジ－第
三ブチルペルオキシドまたはジクミルペルオキシド；ヒドロペルオキシド、例えばクメン
ヒドロペルオキシドまたは第三ブチルヒドロペルオキシド；ペルエステル、例えば第三ブ
チルペルベンゾエート、第三ブチルペルピバレート、第三ブチルペル－３，５，５－トリ
メチル－ヘキサノエートまたは第三ブチルペル－２－エチルヘキサノエート；カリウム－
、ナトリウム－またはアンモニウムペルオキソジスルフェート；アゾジニトリル、例えば
アゾビスイソブチロニトリル；Ｃ－Ｃ分解性開始剤、例えばベンゾピナコールシリルエー
テル；または非酸化性開始剤と過酸化水素との組合せ物。
【００７１】
　有利には、比較的多量のラジカル開始剤が添加され、この場合、反応混合物中の開始剤
の含量は、モノマー（ａ１）および（ａ２）ならびに場合によっては（ａ３）と開始剤と
の全量に対してそれぞれ、有利に０．５～５０質量％、特に有利に１～２０質量％、殊に
２～１５質量％である。
【００７２】
　特に、開始剤とモノマー（ａ２）との質量比は、４：１～１：４、特に有利に３：１～
１：３、殊に２：１～１：２である。更に、利点は、開始剤が記載された範囲内で過剰量
で使用される場合に生じる。
【００７３】
　特に、ランダム共重合は、通常の公知の装置内、殊に攪拌釜、管状反応器またはテイラ
ー反応器（Taylorreaktoren）内で実施され、この場合このテイラー反応器は、反応媒体
の動的粘度が共重合のために強く変動する、殊に上昇する場合であっても、反応器の全長
に亘ってテイラー流（Taylorstroemung）の条件が満たされているように設計される。
【００７４】
　共重合は、水性媒体中で実施される。
【００７５】
　水性媒体は、本質的に水を含有する。この場合、水性媒体は、有機溶剤および／または



(13) JP 2009-531479 A 2009.9.3

10

20

30

40

50

他の溶解された固体、液状またはガス状の有機および／または無機の低分子量および／ま
たは高分子量の物質が共重合に不利に影響を及ぼさないかまたは共重合を全く阻止しない
限り、前記の有機溶剤および／または他の溶解された固体、液状またはガス状の有機およ
び／または無機の低分子量および／または高分子量の物質を二次的量で含有することがで
きる。本発明の範囲内で、「二次的量」の概念は、水性媒体の水性特性を相殺しない量で
ある。しかし、水性媒体は、純粋な水であってもよい。
【００７６】
　特に、共重合は、少なくとも１つの塩基の存在で実施される。特に好ましいのは、低分
子量塩基、例えば苛性ソーダ液、苛性カリ液、アンモニア、ジエタノールアミン、トリエ
タノールアミン、モノ－、ジ－およびトリエチルアミン、および／またはジメチルエタノ
ールアミン、殊にアンモニアおよび／またはジ－および／またはトリエタノールアミンで
ある。
【００７７】
　共重合は、有利に室温を上廻る温度およびそれぞれ使用されるモノマー（ａ１）および
（ａ２）ならびに場合によっては（ａ３）の最も低い分解温度を下廻る温度で実施され、
この場合には、有利に１０～１５０℃、特に有利に７０～１２０℃、殊に８０～１１０℃
の温度範囲が選択される。
【００７８】
　特に易揮発性のモノマー（ａ１）および（ａ２）ならびに場合によっては（ａ３）を使
用する場合には、共重合は、圧力下、特に１．５～３０００バール、有利に５～１５００
バール、殊に１０～１０００バールで実施されてよい。
【００７９】
　数平均分子量Ｍnおよび質量平均分子量Ｍwならびに分子量分布Ｍw／Ｍnに関連して、本
発明によるコポリマー（Ａ）は、全く制限を受けない。
【００８０】
　しかし、好ましくは、共重合は、標準としてのポリスチレンを使用しながらゲル浸透ク
ロマトグラフィーで測定した分子量分布Ｍw／Ｍnが４以下、特に有利に２以下、殊に１．
５以下ならびに詳細な場合には１．３以下を生じるように実施される。
【００８１】
　コポリマー（Ａ）の分子量ＭnおよびＭwは、モノマー（ａ１）および（ａ２）ならびに
場合によっては（ａ３）とラジカル開始剤との比を選択することによって幅広い範囲内で
制御可能である。この場合、殊にモノマー（ａ２）の含量は、実際にモノマー（ａ２）の
含量が大きければ大きいほど、得られる分子量はますます少なくなるように分子量を定め
る。
【００８２】
　特に、数平均分子量Ｍnは、１０００～１０００００ダルトン、有利に１５００～５０
０００ダルトン、殊に２０００～２５０００ダルトンである。
【００８３】
　本発明による方法の場合、本発明によるコポリマー（Ａ）は、微細な分散液の形で生じ
、この分散液は、以下、「本発明による分散液（Ａ）」と呼称される。本発明による分散
液（Ａ）の粒径は、幅広く変動しうる。特に、前記分散液の光子相関分光分析またはレー
ザー回折によって測定された粒径ｄ50は、１ｎｍ～５００μｍである。
【００８４】
　本発明による分散液（Ａ）それ自体は、本発明による使用に供給されてよい。しかし、
本発明によるコポリマー（Ａ）は、本発明による分散液（Ａ）から通常の公知方法、例え
ば凍結乾燥法により単離されてよく、液状または固体の樹脂（Ａ）の形で使用されてよい
。どのような形で本発明によるコポリマー（Ａ）が本発明による方法で使用されるのかは
、個々の場合の要件に左右される。
【００８５】
　本発明によるコポリマー（Ａ）および本発明による分散液（Ａ）は、有利に、コポリマ
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ーおよび分散液にとって通常でありかつ公知である全ての使用目的に供給されてよい。
【００８６】
　しかし、特に、本発明によるコポリマー（Ａ）および本発明による分散液（Ａ）は、殊
にナノ粒子の分散液の製造の際に、ナノ粒子のための結晶抑制剤および／または分散剤と
して使用される。
【００８７】
　ナノ粒子としては、通常の公知の全てのナノ粒子を使用することができる。
【００８８】
　特に、ナノ粒子は、金属、金属化合物および有機化合物、殊に金属化合物からなる群か
ら選択される。
【００８９】
　特に、金属は、ルテニウム、オスミウム、コバルト、ロジウム、イリジウム、ニッケル
、パラジウム、白金、銀および金からなる群から選択される。
【００９０】
　特に、金属化合物は、元素の周期律表の第２主族～第５主族、第３副族～第６副族なら
びに第１副族および第２副族の金属の化合物からの金属化合物、有利にバリウム、硼素、
アルミニウム、ガリウム、ケイ素、ゲルマニウム、錫、砒素、アンチモン、銀、亜鉛、チ
タン、ジルコニウム、ハフニウム、バナジウム、ニオブ、タンタル、モリブデン、タング
ステンおよびセリウムからなる群からの金属化合物が選択される。殊に、バリウムが使用
される。
【００９１】
　特に、金属化合物は、酸化物、酸化物水和物、スルフェート、水酸化物またはホスフェ
ート、殊にスルフェートである。
【００９２】
　適当な有機化合物の例は、リグニンおよび澱粉である。
【００９３】
　殊に、硫酸バリウムナノ粒子が使用される。
【００９４】
　特に、ナノ粒子は、光散乱法および／またはレーザー回折法で測定された、５０ｎｍ未
満、有利に５～５０ｎｍ、殊に１０～３０ｎｍの一次粒径を有する。
【００９５】
　特に有利には、本発明によるコポリマー（Ａ）およびその分散液（Ａ）は、例えばドイ
ツ連邦共和国特許出願公開第１０　２００４　０１０２０１号明細書Ａ１、第６頁、段落
［００４３］～第７頁、段落［００５０］の記載と同様に、バリウムイオンを硫酸イオン
で沈殿させることによる解凝集された硫酸バリウムのナノ粒子の製造の際に結晶抑制剤お
よび分散剤として使用される。「解凝集された」は、平均二次粒径が平均一次粒径より最
大で３０％大きいことを意味する。
【００９６】
　硫酸バリウムナノ粒子の本発明による分散液は、分散液に対して２０質量％までの硫酸
バリウムナノ粒子の特に高い含量を有する。
【００９７】
　本発明による解凝集された硫酸バリウムナノ粒子は、その本発明による分散液から、例
えば凍結乾燥によって単離されることができ、さらに使用されるまで問題なしに貯蔵され
かつ運搬されることができる。この場合、本発明による解凝集された硫酸バリウムナノ粒
子が、本発明によるコポリマー（Ａ）に対する当該硫酸バリウムナノ粒子の含量のために
、特に簡単に水中および／または有機溶剤中に再分散されうることは、特に有利であるこ
とが証明された。
【００９８】
　特に、解凝集された本発明による硫酸バリウムナノ粒子と本発明によるコポリマー（Ａ
）とからなる混合物のナノ粒子の含量は、それぞれ当該混合物に対して、１０～９０質量
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％、有利に１５～８５質量％、殊に２０～８０質量％であり、当該コポリマー（Ａ）の含
量は、それぞれ当該混合物に対して、９０～１０質量％、有利に８５～１５質量％、殊に
８０～２０質量％である。
【００９９】
　特に、本発明によるコポリマー（Ａ）を含有する前記の本発明によるナノ粒子は、本発
明により物理的、熱的、化学線で硬化可能な材料および熱的および化学線で硬化可能な材
料の製造のために、当該ナノ粒子の分散液の形でまたは単離されたナノ粒子として使用さ
れる。
【０１００】
　本発明の範囲内で化学線は、電磁線、例えば近赤外線（ＮＩＲ）、可視光線、ＵＶ線、
Ｘ線またはγ線、殊にＵＶ線、および粒子線、例えば電子線、β線、α線、陽子線または
中性子線、殊に電子線である。
【０１０１】
　本発明により硬化可能な材料は、熱可塑性材料および熱硬化性材料の製造に特に好適で
ある。
【０１０２】
　特に、本発明により硬化可能な材料は、コーティング材料、接着剤、シール材料として
ならびに本発明によるコーティング、接着剤層、シール、成形品およびシートを製造する
ための成形品およびシートのための前駆体として使用される。
【０１０３】
　殊に、本発明による熱可塑性材料および熱硬化性材料、殊に熱硬化性材料は、コーティ
ング、成形品およびシートである。
【０１０４】
　特に、本発明によるコーティングは、高度に耐引掻性の塗膜、顔料添加された塗膜およ
び顔料添加されていない塗膜、有利に透明の、殊に澄明なクリアコート、殊に光学的成形
品および自立シートである。
【０１０５】
　特に有利には、本発明による塗膜は、高度に耐引掻性のクリアコートならびに通常の公
知の支持体上の色付与性および／または効果付与性の多層塗膜の範囲内の高度に耐引掻性
のクリアコートである（これ関しては、ＷＯ　０３／０１６４１１、第４１頁、第６行～
第４３頁、第６行、および同第４４頁、第６行～第４５頁、第６行参照）。
【０１０６】
　本発明による硬化可能な材料からの本発明による熱可塑性材料および熱硬化性材料の製
造は、方法的特殊性を有さずに、それぞれ本発明による熱可塑性材料および熱硬化性材料
にとって典型的な通常の公知の方法および装置を用いて実施される。
【０１０７】
　殊に、本発明によるコーティング材料は、ＷＯ　０３／０１６４１１、第３７頁、第４
～２４行に記載された、通常の公知の方法および装置を用いて支持体上に適用される。
【０１０８】
　本発明による硬化可能な材料の硬化は、ＷＯ　０３／０１６４１１、第３８頁、第１行
～第４１頁、第４行の記載と同様に実施されることができる。
【０１０９】
　本発明による硬化可能な材料は、本発明による熱可塑性材料および熱硬化性材料、殊に
熱硬化性材料、殊に高度に耐引掻性および耐化学薬品性である、塗膜、特殊なクリアコー
ト、成形品、特殊な光学的成形品および自立シートを提供する。殊に、本発明による塗膜
、特にクリアコートは、応力の亀裂を起こすことなしに、４０μｍを上廻る層厚で製造さ
れてもよい。
【０１１０】
　従って、本発明による熱可塑性材料および熱硬化性材料、殊に熱硬化性材料は、全ての
種類の移動手段（殊に、筋力で駆動する移動手段、例えば自転車、馬車または足けり式自
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転車；エンジンで駆動する移動手段、例えば飛行装置、殊に航空機、ヘリコプターまたは
飛行船；浮上体、例えば船舶またはブイ；軌道を走る乗り物、例えば機関車、気動車およ
び鉄道車両；ならびに自動車、例えばオートバイ、バス、トラックまたは乗用車）の車体
またはその部材；インドアおよびアウトドアの領域内の建物；家具、窓およびドア；特に
ポリカーボネートからなるプラスチック成形品、殊にＣＤおよび窓、特に自動車の範囲内
の窓；工業用小型部材；コイル、コンテナおよび包装品；白色製品；シート；工学的構造
部材、電気工学的構造部材および機械的構造部材ならびにガラス中空体および日用品の対
象の高度に耐引掻性の塗膜、装飾的塗膜、保護性塗膜および／または効果付与性塗膜とし
て卓越して好適である。
【０１１１】
　殊に、本発明による塗膜、殊にクリアコートは、自動車量産塗膜（ＯＥＭ）の工業的お
よび審美的に特に要求の多い分野で使用されてよい。この場合、本発明による塗膜は、な
かんずく特に高い耐道路洗浄性（Waschstrassenbestaendigkeit）および耐引掻き性、殊
に耐乾燥引掻き性（Trockenkratzfestigkeit）を示す。
【０１１２】
　実施例
　コポリマー（Ａ）の製造
　５リットルの容積の鋼製反応器中に脱イオン水１７１６．９ｇを装入し、９０℃に加熱
した。引続き、この温度で３つの同時に開始された、別々の供給量を均一に４時間（供給
量１）で、３．７５時間（供給量２）および４．５時間（供給量３）で攪拌しながら供給
した。
【０１１３】
　供給量１は、アクリル酸４７．７ｇ、２－（アセトアセトキシ）エチルメタクリレート
７５．３ｇ（Lonza社のLonzamon（登録商標）AAEMA）、メチルメタクリレート１９９．５
ｇ、２－エチルヘキシルメタクリレート２６７．３ｇ、スチレン１１３ｇおよびジフェニ
ルエチレン５０．１ｇから構成されていた。
【０１１４】
　供給量２は、２５％のアンモニア溶液４６．４ｇおよび脱イオン水２３２．２ｇから構
成されていた。
【０１１５】
　供給量３は、水１７６ｇ中のアンモニウムペルオキソジスルフェート７５．５ｇの溶液
であった。
【０１１６】
　供給の終結（供給量３の終結）後、３時間の後重合は、９０℃で終結した。４．７のｐ
Ｈ値および２７質量％のコポリマー（Ａ）の帯黄白色の分散液が生じた（６０分間／１３
０℃）。
【０１１７】
　コポリマー（Ａ）の分散液は、解凝集された硫酸バリウムナノ粒子の製造のために結晶
抑制剤および分散剤として卓越して好適であった。
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